
第１　審査の概要

　１　審査の対象

令和７年度標茶町下水道事業会計決算

　２　審査の期日

令和８年６月２３日

　３　審査の書類

（１）決算報告書

（２）財務諸表

ア　損益計算書

イ　剰余金計算書

ウ　剰余金処分計算書

エ　貸借対照表

（３）附属書類

ア　事業報告書

イ　キャッシュ･フロー計算書

ウ　収益費用明細書

エ　資本的収支明細書

オ　固定資産明細書

カ　企業債明細書

　４　審査の方法

第２　審査の結果

　１　予算執行状況

　予算執行状況及び下水道使用料の収納状況は別表１～３のとおりです。

令和７年度標茶町下水道事業会計決算審査意見

　審査にあたっては、決算報告書、財務諸表及び事業報告書等の附属書類について、関係諸帳
簿の照合とともに、関係法令に準拠して作成され、当事業の経営成績並びに財政状態が適正に
表示されているか否か、予算執行の適否等についても内容説明を求め審査を実施しました。

　審査に付された決算報告書、財務諸表等は、関係法令に準拠して作成されており、決算の諸
計数はいずれも正確であるとともに、令和８年３月31日現在における財政状況及び経営成績が
適正に表示されているものと認められます。
　財務事務については、総体として適正に執行されたものと認めます。
　審査結果の概要は以下のとおりです。
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（１）収益的収入及び支出について

別表１

Ｒ7年度 Ｒ６年度

(99.8) (99.1)
96.1 95.7 

(99.5) (97.6)
90.5 88.7 

(100.0) (100.0)
100.0 100.0 
(89.4) (112.9)
89.4 112.9 

(100.4) (98.8)
99.9 98.8 

(100.0) (100.0)
100.0 100.0 
(92.7) (81.2)
92.7 81.2 

(100.0) (100.0)
100.0 100.0 

(32,541.1) (19.5)
3.5 19.5 

(100.1) (98.9)
98.1 97.3 

(97.5) (96.8)
95.0 94.0 

(80.4) (86.8)
73.1 79.0 

(95.1) (92.7)
86.5 84.3 

(93.5) (94.3)
92.6 93.7 

(100.0) (100.0)
100.0 100.0 
(0.0) (0.0)
0.0 0.0 

(67.3) (75.7)
82.9 94.7 

(90.0) (94.4)
90.0 94.4 

(16.5) (24.5)
0.0 0.0 

(0.0) (0.0)
451,291.1 －

－ (90.3)
－ 90.3 
－ (90.3)
－ 90.3 
(0.0) (0.0)
0.0 0.0 

(95.4) (95.5)
93.8 93.9 

<注＞上段(　　）内の数値並びに割合は消費税込の金額

 (単位：円・％）

執行率

(193,891,530) (388,470)
186,762,285 7,517,715

(78,386,030) (371,970)
71,256,785 7,501,215

(115,366,000) (0)
115,366,000 0

(139,500) (16,500)
139,500 16,500

(207,437,838) （△ 825,838)
206,461,709 150,291

(48,366,000) (0)
48,366,000 0

(1,853,500) (146,500)
1,853,500 146,500

(156,242,105) (895)
156,242,105 895

(976,233) （△ 973,233)
104 2,896

(401,329,368) （△ 437,368)
393,223,994 7,668,006

(363,988,889) (9,222,111)
354,439,651 18,771,349

(10,945,899) (2,668,101)
9,956,998 3,657,002

(91,552,342) (4,740,658)
83,266,578 13,026,422

(26,186,775) (1,808,225)
25,912,202 2,082,798

(235,303,873) (2,127)
235,303,873 2,127

(0) (3,000)
0 3,000

(14,663,268) (7,121,732)
18,068,279 3,716,721

(13,555,368) (1,502,632)
13,555,368 1,502,632

(1,107,900) (5,618,100)
0 6,726,000

(0) (1,000)
4,512,911 （△ 4,511,911)

(0) (0)
0 0

(0) (0)
0 0

(0) (2,000,000)
0 2,000,000

(378,652,157) (18,343,843)
372,507,930 24,488,070

(差引額） (22,677,211)
当年度純利益 20,716,064

区分 予算額 決算額
予算額に比べ決算額

の増減・不用額

営業収益 194,280,000

　下水道使用料 78,758,000

　他会計負担金 115,366,000

　その他営業収益 156,000

営業外収益 206,612,000

　他会計補助金 48,366,000

　国庫補助金 2,000,000

　長期前受金戻入 156,243,000

　雑収益 3,000

収入合計 400,892,000

営業費用 373,211,000

　管渠費 13,614,000

　処理場費 96,293,000

　総係費 27,995,000

　減価償却費 235,306,000

　その他営業費用 3,000

営業外費用 21,785,000

　支払利息及び企業債取扱諸費 15,058,000

　消費税及び地方消費税 6,726,000

　雑支出 1,000

特別損失 0

　その他特別損失 0

予備費 2,000,000

支出合計 396,996,000

収
入

支
出

　下水道事業収益401,329,368円、予算額400,892,000円に対し437,368円の増、執行率は
100.1％となっています。主な内訳は、下水道使用料78,386,030円、予算額78,758,000円に対
し371,970円の減、執行率99.5％。他会計負担金は予算額と同額で115,366,000円、執行率
100％です。
　下水道事業費用（予備費含む）378,652,157円、予算額396,996,000円に対し不用額
18,343,843円、執行率95.4％となっています。主な内訳は、管渠費10,945,899円、予算額
13,614,000円に対し不用額2,668,101円、執行率80.4％。処理場費91,552,342円、予算額
96,293,000円に対し不用額4,740,658円、執行率95.1％。総係費26,186,775円、予算額
27,995,000円に対し不用額1,808,225円、執行率93.5％。減価償却費235,303,873円、予算額
235,306,000円に対し不用額2,127円、執行率100％。また、予備費の執行はなく不用額
2,000,000円となっています。
　以上の結果、執行額で下水道事業収益が下水道事業費用を22,677,211円上回っています。
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（下水道使用料の収納状況）

別表２

件数 金額 件数 金額 件数 金額

77,342,230 98.7 0 440 1,043,800 413 924,580 27 119,220

1,293,970 28.4 0 1,274 3,265,258 1,397 3,634,648 △ 123 △ 369,390

78,636,200 94.8 0 1,714 4,309,058 1,810 4,559,228 △ 96 △ 250,170

（２）資本的収入及び支出について

別表３

Ｒ７年度 Ｒ６年度

(100.0) (100.0)

100.0 100.0 

(100.0) (100.0)

100.0 100.0 

(100.0) (100.0)

100.0 100.0 

(99.9) (99.9)

99.9 99.9 

(100.0) (100.0)

100.0 100.0 

(100.0) (100.0)

100.0 100.0 

(99.7) (100.0)

92.5 90.9 

(99.9) (100.0)

98.2 100.0 

　<注＞上段(　　）内の数値並びに割合は消費税込みで表示

（単位：円・件・％）

令和７年度 令和６年度

未収状況 未収状況

現年度分 78,386,030

過年度分 4,559,228

合計 82,945,258

(金額には消費税が含まれています）

(単位：円・％）

執行率

(56,900,000) (0)

56,900,000 0

(110,151,000) (0)

110,151,000 0

(15,750,000) (0)

15,750,000 0

(344,780) （△ 220)

344,780 △ 220

(183,145,780) （△ 220)

183,145,780 △ 220

(167,388,002) (1,998)

167,388,002 1,998

(51,664,661) (148,339)

47,914,853 3,898,147

(219,052,663) (150,337)

215,302,855 3,900,145

（△ 35,906,883)

△ 32,157,075

区分
対前年度増減

調定額 収納額 収納率
不納

欠損額

　現年度分調定額78,386,030円、収納済額77,342,230円、差引き収納未済額1,043,800円、収
納率98.7％となっています。
　過年度分調定額4,559,228円、収納済額1,293,970円、差引き収納未済額3,265,258円、収納
率28.4％。当年度末の現年度及び過年度収納未済額合計4,309,058円となっています。

区分 予算額 決算額
予算額に比べ決算額　　　　　
の増減及び不用額

企業債 56,900,000

他会計出資金 110,151,000

国庫補助金 15,750,000

負担金等 345,000

資本的収入合計 183,146,000

支
出

企業債元金償還金 167,390,000

建設改良費 51,813,000

資本的支出合計 219,203,000

差引額

　以上の結果、執行額で下水道事業収益が下水道事業費用を22,677,211円上回っています。
　また、下水道事業収益の19.5％を占める下水道使用料（営業収益）の収納状況は次の別表２
のとおりです。

収
入

　資本的収入183,145,780円、予算額183,146,000円、執行率は100％で企業債は、資本費平準
化債と実施設計業務等の企業債となっています。なお、企業債は15,200,000円の減額補正、他
会計出資金は6,884,000円の増額補正、国庫補助金は14,250,000の減額補正がされています。
　資本的支出219,052,663円、予算額219,203,000円に対し不用額150,337円、執行率99.9％。
内訳は、企業債元金償還金167,388,002円で、予算額167,390,000円に対し不用額1,998円、執
行率は100.0％。建設改良費は51,664,661円で予算額51,813,000円に対し不用額148,339円、執
行率99.7％となっています。なお、資本的支出の建設改良費で34,285,000円が減額補正されて
います。
　また、資本的収入額が資本的支出額に不足する額35,906,883円は、減債積立金13,918,464
円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額2,286,647円、引継金2,697,009円及び過

年度分損益勘定留保資金17,004,763円で補てんされています。
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（３）その他の予算事項について

ア 企業債

イ 議会の議決を経なければ流用することのできない経費

ウ 他会計からの負担金等

　２　経営成績

（１） 主要な利益指標の推移について

別表４

＜注＞　１．経常収支比率＝経常収益／経常費用
　　　　２．営業収支比率＝（営業収益－受託工事収益）／（営業費用－受託工事費）
　　　　３．総資本利益率＝当年度純利益／（（期首総資本＋期末総資本）／２）

(単位：円・％）

区分 令和７年度 令和６年度

総収益 393,223,994 436,737,556

うち営業収益 186,762,285 203,065,220

総費用 372,507,930 421,232,179

うち営業費用 354,439,651 394,199,174

当年度純利益 20,716,064 15,505,377

前年度繰越利益剰余金 0 0

当年度未処分利益剰余金 20,716,064 15,505,377

経常収支比率 105.6 104.8

営業収支比率 52.7 51.5

総資本利益率 2.2 1.8

　地方公営企業法施行令第17条第１項に規定する予算に係る主な事項の執行状況は次のとおり

です。

　企業債の発行額56,900,000円（収入率100.0％）となっており、目的、限度額、起
債の方法、利率及び償還方法は、予算に定められた範囲で執行されています。

　職員給与費25,761,214円（執行率72.8％）で、予算の範囲内で執行されています。

　他会計負担金115,366,000円（収入率100.0％）、他会計補助金48,366,000円（収入
率は100.0％）で、合計163,732,000円は、いずれも予算の範囲内で収入されていま
す。

　一営業期間においてどのくらい収益を得たか、また、どのようにして収益を得たか、企業の

収益力を示すものとして、以下、損益計算書をはじめとする決算関係資料に基づく記述・図表

のとおりです。

　金額は消費税及び地方消費税抜き、指数・指標の算出もこれによります。

　下水道事業収益は393,223,994円、前年度436,737,556円と比較し43,513,562円（10.0％）減
少。下水道事業費用の372,507,930円、前年度421,232,179円と比較し48,724,249円（11.6％）
減少。下水道事業収益が下水道事業費用を上回った額20,716,064円は当期純利益として計上
し、前年度純利益15,505,377円と比較し、5,210,687円（33.6％）増加しています。
　経常収支比率105.6％は、経常費用が経常収益によってどの程度賄われているかを示す指標
です。
　営業収支比率52.7％は、営業費用が営業収益によってどの程度賄われているかを示す指標
で、営業費用が営業収益を上回っています。なお、下水道事業収益並びに下水道事業費用の内
訳は次の別表５並びに別表６のとおりです。
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（収益の内訳）

別表５ (単位：円・％）

構成比 構成比 前年比

47.5 46.5 92.0

18.1 16.4 99.5

29.4 30.1 87.9

0.0 0.0 81.8

52.5 53.5 88.4

12.3 14.1 78.3

0.5 2.9 14.7

39.7 36.5 98.1

0.0 0.0 53.3

100.0 100.0 90.0

(金額は消費税抜き）

（費用の内訳）

別表６ (単位：円・％）

構成比 構成比 前年比

95.2 93.6 89.9

2.7 3.6 65.7

22.4 23.8 83.2

7.0 9.3 66.0

63.1 56.9 98.2

0.0 0.0 －

4.8 5.4 79.5

3.6 3.9 81.7

1.2 1.5 73.7

0.0 1.0 0.0

0.0 1.0 0.0

100.0 100.0 88.4

(金額は消費税抜き）

令和７年度（Ａ） 令和６年度（Ｂ) 差引（Ａ）－（Ｂ）

金額 金額 金額

営業収益 186,762,285 203,065,220 △ 16,302,935

　下水道使用料 71,256,785 71,640,720 △ 383,935

　他会計負担金 115,366,000 131,254,000 △ 15,888,000

　その他営業収益 139,500 170,500 △ 31,000

営業外収益 206,461,709 233,672,336 △ 27,210,627

　他会計補助金 48,366,000 61,776,000 △ 13,410,000

　国庫補助金 1,853,500 12,590,000 △ 10,736,500

　長期前受金戻入 156,242,105 159,306,141 △ 3,064,036

　雑収益 104 195 △ 91

総収益 393,223,994 436,737,556 △ 43,513,562

令和７年度（Ａ） 令和６年度（Ｂ) 差引（Ａ）-（Ｂ）

金額 金額 金額

営業費用 354,439,651 394,199,174 △ 39,759,523

　管渠費 9,956,998 15,160,483 △ 5,203,485

　処理場費 83,266,578 100,087,306 △ 16,820,728

　総係費 25,912,202 39,270,505 △ 13,358,303

　減価償却費 235,303,873 239,680,880 △ 4,377,007

　その他営業費用 0 0 0

営業外費用 18,068,279 22,718,905 △ 4,650,626

　支払利息及び企業債取扱諸費 13,555,368 16,598,154 △ 3,042,786

　雑支出 4,512,911 6,120,751 △ 1,607,840

特別損失 0 4,314,100 △ 4,314,100

　その他特別損失 0 4,314,100 △ 4,314,100

総費用 372,507,930 421,232,179 △ 48,724,249

区分

　営業収益は、下水道使用料71,256,785円で前年度71,640,720円と比較し383,935円（0.5％）
減少。他会計負担金115,366,000円で前年度131,254,000円と比較し15,888,000円（12.1％）減
少となっています。
　営業外収益は、他会計補助金48,366,000円で前年度61,776,000円と比較し13,410,000円
（21.7％）減少。国庫補助金1,853,500円で前年度12,590,000円と比較し10,736,500円
（85.3％）減少、長期前受金戻入156,242,105円で前年度159,306,141円と比較し3,064,036円
（1.9％）減少となっています。

区分

　営業費用は、管渠費9,956,998円で前年度15,160,483円と比較し5,203,485円（34.3％）減
少。処理場費83,266,578円で前年度100,087,306円と比較し16,820,728円（16.8％）減少。総
係費25,912,202円で前年度39,270,505円と比較し13,358,303円（34.0％）減少。減価償却費
235,303,873円で前年度239,680,880円と比較し4,377,007円（1.8％）減少となっています。
　営業外費用は支払利息及び企業債取扱諸費13,555,368円で前年度16,598,154円と比較し
3,042,786円（18.3％）減少となっています。
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（２）流入量及び有収水量について

別表７ （単位：㎥・％）

3,499 162,790 72.1

　 613 143,903 75.0

2,886 18,887 △ 2.9

（３）水洗化人口と汚水処理原価並びに使用料単価の推移について

別表８

＜注＞　ア．汚水処理原価＝　汚水処理費　／　年間有収水量
　　　　イ．使用料単価　＝　使用料収入　／　年間有収水量

減少要因

令和７年度 595,457 591,958 429,168

令和６年度 577,698 577,085 433,182

対前年度 17,759 14,873 △ 4,014

区　分
令和７年度

（Ａ）
令和６年度
（Ｂ）

差引
（Ａ）－（Ｂ）

 計画人口/人 4,720 4,720 0

 水洗化戸数/戸 2,432 2,438 △ 6

 水洗化人口/人 4,271 4,308 △ 37

 年間処理水量/㎥ 591,958 577,085 14,873

 年間有収水量/㎥ 429,168 433,182 △ 4,014

 下水道使用料/円 71,256,785 71,640,720 △ 383,935

 ア 汚水処理原価 277円47銭 173円29銭 104円18銭

 イ使用料単価 166円04銭 165円38銭 0円66銭

 差額 ア－イ 111円43銭 7円91銭 103円52銭

区 分 総流入量（Ａ）
流入量（Ｃ）＝

Ａ－Ｂ

不明水量
（Ｄ）＝
Ｃ－Ｅ

有収水量（Ｅ）
＝Ｃ－Ｄ

有収率Ｅ
／Ａ―

漏水認定
量（Ｂ）

　流入量591,958㎥、前年度577,085㎥と比較し14,873㎥（2.6％）増加し、有収水量は429,168
㎥、前年度433,182㎥と比較し4,014㎥（0.9％）減少しています。流入量に対し有収率は
72.1％、前年度75.0％と比較して2.9ポイント下降しています。

　水洗化人口4,271人、前年度4,308人と比較し37人減少（△0.9％）。水洗化戸数2,432戸、前
年度2,438戸と比較し6戸減少（△0.2％）しています。
　有収水量を基準とする経営指標として、汚水処理原価は277円47銭、前年度173円29銭と比較
し104円18銭増加となっています。使用料単価は166円04銭、前年度165円38銭と比較し0円66銭
増加となっています。
　汚水処理原価と使用料単価の差額は111円43銭、前年度７円91銭と比較し103円52銭増加と
なっています。
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　３　財政状況

　本年度の財政状況を貸借対照表及び資料に基づき示すと次のとおりです。（記述の数値は消
費税抜きで表示）
＜資産＞
　資産合計は、5,572,653,239円で前年度末（5,695,710,740円）より123,057,501円の減少と
なっています。
　固定資産は5,401,623,208円で、前年度（5,589,012,228円）に対し187,389,020円減少。内
訳は、有形固定資産のみで無形固定資産はありません。

　流動資産は171,030,031円で、前年度（106,698,512円）に比し64,331,519円増加。内訳は、
現金・預金が165,728,340円で前年度（102,124,884円）に比し63,603,456円増加し、未収金は
5,301,691円で、前年度（4,573,628円）より728,063円増加しました。
＜負債＞
　負債合計は、4,555,648,216円で前年度（4,809,572,781円）に比し253,924,565円の減少と
なっています。
　内訳は、固定負債は企業債のみ863,049,334円で前年度（954,579,335円）より91,530,001円

減少となっています。
　流動負債は企業債が148,430,001円で前年度（167,388,002円）より18,958,001円減少、未払
金が6,361,215円で前年度（7,630,882円）より1,269,667円減少し、前受金が218,990円で前年
度（222,730円）より3,740円減少し、引当金は1,813,000円で前年度（2,375,000円）より
562,000円減少し、その他流動負債が50,230円で前年度（40,900円）より9,330円増加していま
す。
　繰延収益は長期前受金が8,509,729,413円で前年度（8,495,097,794円）より14,631,619円増

加、長期前受金収益化累計額が4,974,003,967円で前年度（4,817,761,862円）より
156,242,105円増加しています。
＜資本金＞
　資本金合計は、971,457,528円で前年度（847,388,064円）に比し124,069,464円の増加と
なっています。
＜剰余金＞
　剰余金合計は、利益剰余金45,547,495円で前年度（38,749,895円）に比し6,797,600円の増

加となっています。

7



むすび

　以上、令和７年度下水道事業会計における予算執行、経営成績、財政状況にわたる金額及び
指数等の表示と所見を述べてきましたが、総括として次の通り審査意見を述べます。

　標茶町下水道事業は、経営成績や財政状態を的確に把握し、合理的かつ効率的な事業運営を

行っていくため、令和６年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行し

ました。令和７年度下水道事業の概要は、水洗化戸数2,432戸（前年度2,438戸）で前年度より

6戸減少し、年間処理水量は591,958㎥（前年度577,085㎥）より14,873㎥増加、年間有収水量

は429,168㎥（前年度433,182㎥）より4,014㎥減少となっています。

　本事業会計に属する専任職員は、令和８年３月31日現在３名。

　経営成績は、総収益393,223,994円、総費用は372,507,930円の決算額で差引き20,716,064円

（前年度15,505,377円）の純利益を生じ減債積立金として処分されています。

　財務状況は、資産合計5,572,653,239円で前年度と比較し123,057,501円の減少となっていま

す。

　資本的収支は総額219,052,663円執行されており、この資金は企業債の発行で56,900,000

円、他会計出資金として110,151,000円、負担金等として344,780円を調達し、不足する

35,906,883円は、減債積立金13,918,464円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額
2,286,647円、引継金2,697,009円、過年度分損益勘定留保資金17,004,763円で補てんされてい

ます。

　下水道使用料の未収金については、当年度は4,309,058円となっています。今後も滞納者に

対しては積極的かつ実効性のある対応に努めてください。

　また、不明水量の増加とそれに伴う有収水量の低下は、汚水処理原価の上昇や使用料収入の

目減りを引き起こし、収益に多大な影響を与えます。令和７年度の有収率は72.1％（前年度

75.0％）となっており、引き続き不明水量の解決に向けての一層の努力を望みます。

　下水道事業経営は、整備や維持管理に多額の費用を要する先行投資型の事業であり、企業債

の借入並びに償還も多いことから、経営基盤の強化や財政マネジメント等に計画的に取り組ん

でいただきたい。また、下水道施設は、施設・設備の老朽化や災害により、業務の停滞を招く

ことなく、安定的なサービスの確保が求められます。こうした状況を踏まえ、安定的な使用料

収入の確保や汚水処理費の削減等を図るとともに老朽化する施設の計画的な更新や自然災害へ

の備え等の取組みを進め、住民への安全・安心な下水道サービスを提供できるよう、更なる健

全経営に努められるよう望みます。
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資料１

（単位：円、％）

１ 固定資産

（１）土地
（２）建物
（３）構築物
（４）機械及び装置
（５）車両運搬具
（６）
２ 流動資産

（１）現金・預金
（２）未収金
（３）貸倒引当金 注記①

資産合計(１＋２)

３ 固定負債

（１）企業債 注記②

（２） 注記②

（３）修繕引当金
４ 流動負債

（１）一時借入金
（２）企業債 注記③

（３） 注記③

（４）未払金
（５）前受金
（６）引当金 注記④

（７） 注記⑤

５ 繰延収益

（１）長期前受金 注記⑥

負債合計（３＋４＋５）

６ 資本金

（１）資本金
７ 剰余金

（１）資本剰余金
（２）利益剰余金

資本合計（６＋７）

負債資本合計

未収金の回収不能評価の計上（ルール計上）

１年を超えて償還される企業債等の計上

１年以内に償還される企業債等の計上（1年基準）

注記④ 職員期末勤勉手当等の支払いに備え、当年度の勤務に起因する翌年度支払額の計上

注記⑤ 預り金（職員費各種負担金・所得税外）

注記⑥ 補助金等で取得した固定資産の収益化費用現在価額

１年以内に償還される企業債等の計上（1年基準）

注記④ 職員期末勤勉手当等の支払いに備え、当年度の勤務に起因する翌年度支払額の計上

注記⑤ 預り金（職員費各種負担金・所得税外）

注記⑥ 補助金等で取得した固定資産の収益化費用現在価額

標茶町下水道事業貸借対照表比較

令和７年度 令和６年度 差　　　　引

（A） （B） （A）-（B）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 対前年度比

5,401,623,208 96.9 5,589,012,228 98.1 △ 187,389,020 96.6

33,120,395 0.6 33,120,395 0.6 0 100.0

161,517,958 2.9 149,786,967 2.6 11,730,991 107.8

4,748,633,429 85.2 4,932,716,885 86.4 △ 184,083,456 96.3

457,576,824 8.2 472,608,036 8.3 △ 15,031,212 96.8

215,000 0.0 215,000 0.1 0 100.0

工具・器具及び備品 559,602 0.0 564,945 0.1 △ 5,343 99.1

171,030,031 3.1 106,698,512 1.9 64,331,519 160.3

165,728,340 3.0 102,124,884 1.8 63,603,456 162.3

5,301,691 0.1 4,573,628 0.1 728,063 115.9

0 0.0 0 0.0 0 -
5,572,653,239 100.0 5,695,710,740 100.0 △ 123,057,501 97.8

863,049,334 15.6 954,579,335 16.7 △ 91,530,001 90.4

863,049,334 15.6 954,579,335 16.7 △ 91,530,001

一般会計借入金 0 0.0 0 0.0 0

0 0.0 0 0.0 0 -
156,873,436 2.8 177,657,514 3.1 △ 20,784,078 88.3

0 0.0 0 0.0 0

148,430,001 2.7 167,388,002 2.9 △ 18,958,001

一般会計借入金 0 0.0 0 0.0 0

6,361,215 0.1 7,630,882 0.1 △ 1,269,667 83.4

218,990 0.0 222,730 0.0 △ 3,740 98.3

1,813,000 0.0 2,375,000 0.1 △ 562,000

その他流動負債 50,230 0.0 40,900 0.0 9,330 122.8

3,535,725,446 63.4 3,677,335,932 64.6 △ 141,610,486

3,535,725,446 63.4 3,677,335,932 64.6 △ 141,610,486

4,555,648,216 81.8 4,809,572,781 84.4 △ 253,924,565 94.7

971,457,528 17.4 847,388,064 14.9 124,069,464 114.6

971,457,528 17.4 847,388,064 14.9 124,069,464

45,547,495 0.8 38,749,895 0.7 6,797,600 117.5

23,244,518 0.4 23,244,518 0.4 0 100.0

22,302,977 0.4 15,505,377 0.3 6,797,600 143.8

1,017,005,023 18.2 886,137,959 15.6 130,867,064 114.8

5,572,653,239 100.0 5,695,710,740 100.0 △ 123,057,501 97.8

注記①

注記②

注記③

注記③

款　　　　　項 備　考



資料２ （単位　千円、％）

指標 指標
経常収益 393,224 436,738 
経常費用 372,508 416,918 

営業収益－受託工事収益 186,762 203,065 
営業費用－受託工事費 354,440 394,199 

当年度純利益 20,716 15,505 
（期首総資本＋期末総資本）/２ 951,571 878,386 

企業債償還金 167,388 221,479 
当年度減価償却額 235,304 239,681 

営業収益－受託工事収益 186,762 203,065 
（期首固定資産＋期末固定資産）/２ 5,495,318 5,708,668 

企業債償還額 167,388 221,479 
使用料収入 71,257 71,641 

企業債償還利息 13,555 16,598 
使用料収入 71,257 71,641 
職員給与費 25,759 31,767 
使用料収入 71,257 71,641 

年間有収水量（㎥） 429,168 433,182 
年間汚水処理水量（㎥） 595,457 577,698 

晴天時平均処理水量（㎥） 1,583 1,545 
晴天時処理能力（㎥） 2,637 2,637 

法定耐用年数を超えた管渠の延長（㎥） 1.028 1.781 
管渠全体の総延長（ｍ） 89.831 89.831 

使用料収入 71,257 71,641 
年間有収水量（㎥） 429,168 433,182 

汚水処理費 119,083 75,065 
年間有収水量（㎥） 429,168 433,182 

使用料収入 71,257 71,641 
汚水処理費（公費負担分を除く） 119,083 75,065 

処理区域内人口（人） 4,603 4,676 
職員数（人） 3 5 

年間有収水量（㎥） 429,168 433,182 
職員数（人） 3 5 

営業収益－受託工事収益 186,762 203,065 
職員数（人） 3 5 

７年度 ６年度
数　　　値 数　　　値

下水道事業経営管理指標

NO 項　　　目 積　算　基　礎 対前年比 備考

１ 経常収支比率 ×100 ×100 105.6 ×100 104.8 100.8 

２ 営業収支比率 ×100 ×100 52.7 ×100 51.5 102.3 

３ 総資本利益率 ×100 ×100 2.2 ×100 1.8 122.2 

４
企業債償還額
対減価償却額比率

×100 ×100 71.1 ×100 92.4 76.9 

５ 固定資産回転率 ×100 ×100 3.4 ×100 3.6 94.4 

６ 対
す
る
比
率

料
金
収
入
に

企業債償還額 ×100 ×100 234.9 ×100 309.2 76.0 

７ 企業債償還利息 ×100 ×100 19.0 ×100 23.2 81.9 

８ 職員給与費 ×100 ×100 36.1 ×100 44.3 81.5 

９ 有収率 ×100 ×100 72.1 ×100 75.0 96.1 

10 施設利用率 ×100 ×100 60.0 ×100 58.6 102.4 

11 管渠老朽化率 ×100 ×100 1.1 ×100 2.0 57.7 

12 使用料単価 166.04 165.38 100.4 

13 汚水処理単価 277.47 173.29 160.1 

14 経費回収率 ×100 ×100 59.84 ×100 95.44 62.7 

15 職員１人当り処理区域内人口 1,534 935 164.1 

16 職員１人当り処理量 143,056 86,636 165.1 

17 職員１人当り営業収益 62,254 40,613 153.3 


